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不適切保育を未然に防ぐ施設長の役割 

                     大阪総合保育大学     山縣 文治                                                       

  

１．不適切な保育への基本的認識 

・不適切な保育はリスクである 

・不適切な保育は子どもの成長を脅かす 

・不適切な保育は保育者の人生を脅かす 

・不適切な保育は園の信頼を失わせる 

・不適切な保育は業界の信頼を失わせる 

・不適切な保育は制度等による締め付けを強化させる 

・不適切な保育は、事前の準備や体制整備により、予防することができる 

 

2．不適切な保育に関わる基本的認識 

1）子どもにとってより適切な保育を考える際の２つの起点 

  

 

 

 

2）不適切な保育の発生構造 
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3）  による不適切な保育となるか否かを左右する5つの質  

個人の質 実践の質 組織の質 制度の質 社会・地域の質 

・  の人権意

識 倫理観・

人 性） 

・  の実践  

       

・保育に関わる

計画 

・保育内容   

・保育実践 

 

・利用者と提供者の非対称 対

等）関係の理解不足 

・   の 相互チェック   

・管理 を含む   の対等性 

・隠蔽体質 

・閉鎖的体質 

・理事会／評議会／第三者委 

の    

・環境／  配

置等制度   

・ニーズの放置 

 

・子どもの発達

の理解不足 

・超少子社会の

危 感の薄さ 

・寛容さの欠如 

 

３．ここ数年の制度改革 

1）児童福祉施設の設備及び運営に関する基  

第５条第 1 項 児童福祉施設は、入所している者の人権に十分配慮するとともに、一人一人の人格を尊

重して、その運営を行わなければならない。 

第９条 児童福祉施設においては、入所している者の国籍、信条、社会的身分又は入所に要する費用を負

担するか否かによつて、差別的取扱いをしてはならない。 

第９条の２ 児童福祉施設の職員は、入所中の児童に対し、法第三十三条の十各号に掲げる行為その他当

該児童の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

 

2）被措置児童等虐待 

ア．2025年9月30日以前 

この法律で、【                   】とは、小規模住居型児童養育事業に従事する者、

里親若しくはその同居人、乳児院、児童養護施設、障害児入所施設、児童心理治療施設若しくは児童自立支援施

設の長、その職員その他の従業者、指定発達支援医療機関の管理者その他の従業者、児童を一時保護する施設を

設けている児童相談所の所長、当該施設の職員その他の従業者または委託を受けて児童の一時保護を行う業務に

従事する者（が、委託された児童、入所する児童又は一時保護が行われた児童（以下「被措置児童等」という。）

について行う次に掲げる行為をいう。 

 

イ． 2025年10月1日以降 

被措置児童等虐待とは、児童自立生活援助事業、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、一時預かり

事業、小規模住居型児童養育事業、家庭的保育事業等、病児保育事業、意見表明等支援事業、妊産婦等生活援助

事業、児童育成支援拠点事業若しくは乳児等通園支援事業に従事する者、里親若しくはその同居人、乳児院、母

子生活支援施設、保育所、児童館、児童養護施設、障害児入所施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設若し

くは認可外保育施設の長、その職員その他の従業者、指定発達支援医療機関の管理者その他の従業者、一時保護

施設を設けている児童相談所の所長、当該一時保護施設の職員その他の従業者又は児童の一時保護を行う業務に

従事する者が、事業を利用する児童、委託された児童、入所する児童又は一時保護が行われた児童について行う

次に掲げる行為をいう。 

 

ウ． 虐待の定義 

【      】身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 

【      】わいせつな行為をすること又は被措置児童等をしてわいせつな行為をさせること。 

【      】心身の正常な発達を妨げるような著しい減食又は長時間の放置、同居人若しくは生活を共に

する他の児童による前２号又は次号に掲げる行為の放置その他の施設職員等としての養育又

は業務を著しく怠ること。 

     （ガイドライン：他の職員等がこどもに対し不適切な指導を行っている状況を放置） 

【      】著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の被措置児童等に著しい心理的外傷を与える言動

を行うこと。 
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 3）こども性  防止法 2024年６月成立・公布 → 2026年12月25日施行） 

ア．法律の内容 

正式名称は「学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する

法律」、日本版DBS法と呼ばれることもある。DBS（Disclosure and Barring Service）とは、イギリスが2012

年に開設した犯罪証明管理および発行システムのこと。教育・保育等事業者（学校、認定を受けた民間教育保育

等事業者）に対して、職員による子どもに対する性暴力等の防止等の措置を講じることを義務付けるもの。施行

は、2026年12月25日予定。 

保育士特定登録取消者管理システムと似通った部分があるが、保育士等の活動経験ない場合を含むか否か、性

暴力等の内容が明確であるか否か、などに違い。 

 

イ．制度概要 

ウ．性  の定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



~ 4 ~ 

エ．対象事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ．3つの要件 

支配性：子どもに対し、指導する立場や優位な関係性にあること。 

継続性：子どもと単発ではなく、継続的に接する業務であること。 

閉鎖性：他者の目が届きにくい、閉ざされた環境や状況であること。 

 

カ．12月25日までに、事業者が 備すべきこと 
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キ．従事者がすべきこと 

 

 

ク．犯罪事実確認の基本の流れ 
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ケ．犯罪事実の確認期限と更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ．こども性  防止法施行ガイドライン 2026年1月）目次 

Ⅰ．目的・責務等      Ⅱ．定義 

Ⅲ．対象事業・対象業務   Ⅳ．認定等  

Ⅴ．安全確保措置（早期把握、相談、調査、保護・支援、研修） 

Ⅵ．安全確保措置（犯罪事実確認） 

 

4）教育  等による児童生徒性  等の防止等に関する法律 2021年制定 2022年施行） 

ア．定義 

【児童童生徒等】学校に在籍する幼児・児童又は生徒、18歳未満の者 

【教育職員等】教育職員、校長（園長）、副校長（副園長）、教頭、実習助手、寄宿舎指導員 

【特定免許状失効者等】児童生徒性暴力等を行ったことにより、教員免許状が失効又は免許状取上げ処分と

なった者 

【児童生徒性暴力等】  

・児童生徒等に性交等をすること又は性交等をさせること 

・児童生徒等にわいせつ行為をすること又はわいせつ行為をさせること 

・刑法第182条(面会要求、自撮り要求等)、児童ポルノ法、性的姿態撮影等処罰法違反の行為 

・痴漢行為又は盗撮行為 

・児童生徒等に対する悪質なセクハラ 

※ 刑事罰とならない行為も含み、児童生徒等の同意や暴行・脅迫等の有無を問わない。 

 

イ．児童生徒性  等に対する措置 

・相談を受けた者は学校又は学校の設置者へ通報（犯罪の疑いがあれば所轄警察署へ速やかに通報） 

・学校は通報等があれば学校の設置者へ直ちに通報（犯罪と認める場合は所轄警察署に直ちに通報・連携） 

・報告を受けた学校の設置者は専門家の協力を得て自ら必要な調査を実施 

 

５）特定免許状失効者管理システム 2023年4月） 

「特定免許状失効者」とは、「児童生徒性暴力等を行ったことにより教員免許状が失効等し

た者」。国がデータベースを作成し、事業者が職員採用時に確認することを義務付けるもの。

内容や限界は、次記「保育士特定登録取消者管理システム」と同様。 

 

 

こ家庁説明資料 

 

 

 

 

こども性暴力防止法施行（12月

25日）に向けた義務事業者用準

備ガイドVer.1.1 

こ家庁説明資料 

 

 

 

こども性暴力防止法施行ガ

イドライン（令和８年１月） 

特定免許状失効者管理

システム（文部科学省） 
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６）保育士特定登録取消者管理システム 2024年4月） 

「特定登録取消者」とは、「児童生徒に対して性暴力等を行ったことにより保育士（区域限定

保育士を含む）の登録を取り消された者」（取り消し後に、性暴力等を行っていたことが判明し

た者を含む）。すなわち、現職として児童生徒に向き合い仕事をしていたことがある人で、すで

にその業務から離れている（可能性が高い）人（取り消されても、保育士証を廃棄していない可

能性がある）。 

こども家庭庁によると、2003年から 2024年4月 1日の約 20年の間に子どもへの性暴力やわい

せつ行為で資格の登録を取り消された保育士は 97人。これは、問題が顕在化しかつ資格を取り消

された者に限定されているため、施設・事業者内が処分という形をとらず自主退職という形で「温

情的」対応をしたり、当該保育士が不安を感じて性暴力等以外の理由の名目あるいは特に理由を明

示せず自主退職したりすると、このシステムは機能しない。 

データベースには、事前に利用者 IDを取得した施設・事業者のみアクセス可能。新規採用時には、データベー

スでの確認が義務付けられており（既採用者は除く）、そのうえで、採用（を継続）するかどうかは雇用者側の

「適切な判断」に委ねられる。 

 

７）保育所や幼稚園等における虐待の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．おわりに 

 

 

 

 

 

 

 

保育士特定登録取消

者管理システム概要

（こども家庭庁） 

保育所や幼稚園等における虐待

の防止及び発生児の対応等に関

するガイドライン 

（こども家庭庁・文部科学省＿

令和７年８月改訂） 


